
議案第７号 

 

重大事態の調査の実施主体の決定について 

 

 

（提案理由） 

このことについて、いじめ防止対策推進法第２８条第１項並びに熊本県立学校における

いじめの防止等の対策のための組織及び重大事態への対処に関する規則第５条及び第６条

の規定に基づき、調査の実施主体を決定する必要があるため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：関係法令条項 

【いじめ防止対策推進法】 

（学校の設置者又はその設置する学校による対処） 

第２８条 学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合には、その事態（以

下「重大事態」という。）に対処し、及び当該重大事態と同種の事態の発生の防止に

資するため、速やかに、当該学校の設置者又はその設置する学校の下に組織を設け、

質問票の使用その他の適切な方法により当該重大事態に係る事実関係を明確にす

るための調査を行うものとする。 

１ いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生

じた疑いがあると認めるとき。 

２ いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余

儀なくされている疑いがあると認めるとき。 
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参考：関係規則条項 

【熊本県立学校におけるいじめの防止等の対策のための組織及び重大事態への対処に関する規則】 

(重大事態の調査の実施主体の決定等) 

第 5条 教育委員会は、前条第 2項の規定による報告をした場合には、前条第 1項の

報告書その他の関係書類の内容を踏まえ、速やかに重大事態の調査の実施主体を決

定し、これを校長に対し通知するものとする。  

2 前項の場合において、県立学校を重大事態の調査の実施主体と決定した場合には、

教育委員会は、発生した重大事態の内容に応じ、当該県立学校における重大事態の

調査に参加することが適当と判断する法律、医療、心理、福祉等に関する専門的な

知識及び経験を有する者（次条及び第 7 条において「専門家等」という。)を２人

以上校長に推薦するものとする。 

(学校いじめ調査委員会) 

第 6条 県立学校において重大事態の調査を行う場合には、当該重大事態の調査を行

う組織として、当該県立学校の下に、校内いじめ対策組織を構成する者のうちから

校長が指名する者及び校長が自ら参加を依頼し、又は前条第 2項の規定により教育

委員会が推薦する専門家等から構成される学校いじめ調査委員会(以下「調査委員

会」という。)を設置するものとする。 

2 調査委員会の委員の過半数は、専門家等でなければならない。  

3 県立学校が調査委員会による重大事態の調査を終了したときは、校長は、その結 

果について速やかに報告書を作成し、当該報告書を教育委員会に提出しなければな

らない。 
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重大事態の調査の実施主体の決定について 
 

このことについて、いじめ防止対策推進法第２８条第１項１号並びに熊本県立学校にお

けるいじめの防止等の対策のための組織及び重大事態への対処に関する規則第５条及び第

６条の規定に基づき、下記のとおり調査の実施主体を決定する。 

 

記 

 

１ 調査の実施主体  大津高等学校いじめ調査委員会 

 

２ 調査委員等 

（１）県教育委員会が推薦する専門的な知識及び経験を有する者（以下「専門家等」とい

う。）の３人を含む５人以内。 

（２）委員長を置き、委員の互選により専門家等である委員のうちから選任する。 

 

３ 調査委員の推薦 

県教育委員会として、専門的な知識及び経験を有する者を分野ごとに１人推薦する。 

その推薦については、各職能団体等からの推薦により決定する。 

 

４ 本事案の概要等 

・当該生徒は、令和３年（２０２１年）４月に大津高等学校に入学し、同校サッカー部

に入部。 

・令和５年７月下旬、当該生徒から担任に、「令和４年１月、応援先の宿泊所にて、当

該生徒が他の同級生の部屋に呼び出され、先輩にあだ名を付けたことを疑われ、先輩

に対する謝罪を強要された。加えて服を脱ぐように言われ、全裸で土下座を行う出来

事があった。さらに写真でもその様子を撮影された。」旨を相談。 

・相談を受けた学校は、事実関係を把握するための調査を実施。 

・令和５年９月初旬、当該生徒保護者から県教育委員会に対し、本件事案に係る相談が

寄せられ、県教育委員会は本件事案を把握。 

・調査の結果、学校は、当該生徒の証言と周囲の証言が概ね合致しているため、当該生

徒が先輩からの要求により、全裸で土下座をした事実及びその状況を撮影された事実

が認められると判断した。 

・また、学校は、当該生徒がそれらの行為により、心身の苦痛を感じたと考えられるた

め、いじめと認知。 

※学校は基本調査を実施し、本件出来事をいじめと認知しているが、事実関係等につい

て、他のいじめ行為の存否も含め、外部専門家を中心とした調査委員会による更なる

詳細な調査（同法第２８条第１項第１号の規定に基づく調査）が必要であると判断し

たものである。 
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